
 

  

男女共同参画社会を実現するために行政に望むこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●行政要望（上位 12 位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女共同参画社会の実現のために行政に望む施策は、「育児や介護中であっても仕事が続け

られるよう支援する」「保育の施設・サービスや、高齢者や病人の施設や介護サービスを充実

する」が５割を超えて高く、家庭でのケア役割に対する支援が強く求められています。また

「育児や介護等でいったん仕事を辞めた人の再就職を支援する」「労働時間の短縮や在宅勤務

の普及など、多様な働き方の見直しを進める」も５割近くあり、就労に関する支援も要望が

高くなっています。 

女性では、「男性が家事、育児、介護、地域活動に参加していくような啓発や情報提供を行

う」「女性が能力を伸ばし、自立できるような教育・学習の場を充実する」が男性よりやや高

く、性別役割分担を解消するような啓発や学習を要望する傾向がうかがえます。また、「育児

や介護中であっても仕事が続けられるよう支援する」や「育児や介護等でいったん仕事を辞

めた人の再就職を支援する」は、子育て世代の年代では高く、切実な課題であることがわか

ります。 

多様な支援が行政に求められており、性や年代に応じた事業や生活の実情に応じた支援

策・啓発事業を進めていくことが求められています。 

育児や介護中であっても仕事が続けられるよう支援する

保育の施設・サービスや、高齢者や病人の施設や
介護サービスを充実する

育児や介護等でいったん仕事を辞めた人の再就職を
支援する

労働時間の短縮や在宅勤務の普及など、多様な
働き方の見直しを進める

学校教育や職場、地域などの各分野において、男女平等
と相互の理解について学習機会を充実する

女性が能力を伸ばし、自立できるような教育・学習の場を
充実する

男性が家事、育児、介護、地域活動に参加していくよう
啓発や情報提供を行う

セクシャル・ハラスメントやパワー・ハラスメント防止の
取り組みを強化する

従来、女性が少なかった分野（研究者等）への女性の
進出を支援する

国・県・市町村の担当窓口が連携を強化する

男女の平等と相互の理解や協力について広報・ＰＲする

国・地方公共団体の審議会委員や管理職など、政策決定
の場に女性を積極的に登用する
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【回答は５つまで】

全 体（Ｎ=1,395）

女 性（Ｎ=794）

男 性（Ｎ=601）

男女共同参画社会に向けての意識調査（平成 26年度）


